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はじめに
本稿は, 日本におけるワーク・ライフ・バラ
ンス (以下, WLB) の議論・検討・取組が何
に焦点を当てて行われているか検討するもので
ある｡











































たのは, 2007 年 12 月に政労使によって合意さ
れた ｢仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バ
ランス) 憲章｣ (以下, 憲章) と ｢仕事と生活
の調和促進のための行動指針｣ (以下, ｢行動指
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ワーク・ライフ・バランス (WLB), 仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス) 憲章
仕事と生活の調和促進のための行動指針, 多様な働き方, 効率的な働き方, 男女平等
針｣) である2｡

















｢憲章｣ が示しているものから次の 3 点を働
き方・働かせ方の問題点として提起できる｡ 第






































｢行動指針｣ は, 先の ｢憲章｣ で提示した
｢仕事と生活の調和が実現した社会の姿｣ に必
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図表 1 ｢憲章｣ が示す ｢仕事と生活の調和が実現した社会の姿｣































各主体の取組では, 企業, 働く者の取組 (総




める｡ 働く者も, 職場の一員として, 自らの働
き方を見直し, 時間制約の中でメリハリのある
働き方に努める｣13 とある｡ この見解は, 経済
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男性の育児・介護支援制度を積極的に活用する
ことで模範になるよう促している｡





のではない｣19 位置づけになっている (図表 2)｡
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① 就業率 (Ⅱ, Ⅲにも関わるものである)
20～6.4 歳 74.6％ 80％
15 歳以上 56.9％ 57％
20～34 歳 73.6％ 77％
25～44 歳 66.0％ 73％









































⑤ 過労働時間 60 時間以上の雇用者の割合 10.0％ 5 割減


















































1日当たり 60 分 2 時間 30 分
図表 2 数値目標
数値目標の設定に当たっては, 以下の数値目標との整合性を取っている｡
・①～③, ⑤～⑦, ⑩～⑬：｢新成長戦略｣ (平成 22 年 6 月 18 日, 閣議決定)
・①～③, ⑤～⑦, ⑩, ⑪, ⑬：｢2020 年までの目標｣ (平成 22 年 6 月 3 日, 雇用戦略対話)
・⑧：｢新たな情報通信技術戦略 工程表｣ (平成 22 年 6月 22 日, 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部)
・⑫：｢子ども・子育てビジョン｣ (平成 22 年 1 月 29 日閣議決定)
※ ｢新成長戦略｣ (平成 22 年 6 月 18 日, 閣議決定) において, ｢2020 年度までの平均で, 名目 3％, 実質 2％を上
回る成長を目指す｡｣, ｢2％を上回る実質成長率を実現するためには, それを上回る労働生産性の伸びが必要で
ある｡｣ とあることを踏まえたもの｡
注 1：｢指標 (現状値) の算定方法等｣ は省略した｡














2006 年度版では, ｢経営と労働の課題｣ とし
て人口減少社会・高齢化社会を前提とした企業
の対応について次のようにいう｡ ｢労働力確保
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図表 3 雇用ポートフォリオの概念






































仕方 (配置, 貢献度, 育成など) を踏まえて,
個別に適切に評価し, 公正・公平な処遇を図る


































































































































































































































2009 年版も 2008 年版と同様, WLB につい
ては ｢労使交渉・協議に向けた経営側の基本姿































現は ｢効率的な働き方｣ と ｢多様な働き方｣ の
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図表 4 年齢・勤続年数を基軸とした賃金制度, 仕事・役割・貢献度を基軸とした賃金制度のイメージ
































































2010 年版では, WLBについて ｢将来の成長















に取り組む (セルフ・マネジメント) など, 労
使の協力が欠かせない｣43 という｡
この 2010 年版で ｢多様な働き方｣ を WLB
との関わりで前面に押し出さなかった理由とし
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図表 5 賃金体系の概要
出所：日本経済団体連合会 『仕事・役割・貢献度を基軸とした賃金制度の構築・運用に向けて』 2008 年, 39 ページ｡
○ 単一型賃金体系 〈望ましい賃金項目〉
一つの賃金制度を長期雇用従業員に一律に適用するもの





A定型職群の賃金制度 ｢職務給＋習熟給｣ や ｢範囲職務給｣ 等
B非定型職群の賃金制度
B-1 職務可変 (柔軟) 型職群の賃金制度 ｢範囲職務給｣や ｢発揮された能力による範囲職能給｣等
(育成期間中の幹部候補や, 企画, 調査, 折衝を行なう職群)
B-2 役割明確型の賃金制度 ｢範囲役割給｣ や ｢役割給＋業績給｣ 等
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図表 6 ワーク・ライフ・バランス施策と生産性向上施策


























































































































































































































｢憲章｣ と ｢行動指針｣ にリンクしたものであ



















にしたい｡ 図表 7は, 企業の福利厚生制度の利
用における正規・非正規従業員間の格差を示し







をみてみたい｡ 図表 8 -①が法定福利費, 図表 8
-②が法定外福利費である｡ 先の図表 7 での分
析と同様にWLBに関する項目である ｢児童手
当拠出金｣ (企業規模計) を確認すると, 302
円 (2002 年) → 317 円 (2006 年) → 409 円







認すると, 736円 (2002年)→ 574円 (2006年)
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る｡
ただし, 従業員側の意識についても考える必
要がある｡ 図表 9からも明らかなとおり, 従業
員が新設・望んでいる福利厚生制度上位 10 項
研究ノート





住宅手当, 家賃補助 1.1 43.4
持家支援の社内融資制度 0.0 13.4





介護ヘルパー派遣 (費用補助を含む) 0.1 2.1
看護・介護休職 (休暇) 制度 3.2 19.2
育児補助・ベビーシッター補助 0.3 2.1
託児所・保育施設 (借り上げ含む) 0.1 1.2








余暇施設 (自社所有) 6.9 23.8








年 1 回以上の長期休暇制度 7.7 26.1
カフェテリアプラン 0.1 4.4
不明 59.4 6.8
図表 7 現在利用可能な福利厚生制度 (企業調査・ＭＡ)




いない｡ もし, 家事・育児, 介護は基本的には
女性のすべきことと考える男性が多いとすれば,
現状の制度にある程度満足しているとも解釈で
きる｡ 同時に, ｢従業員側は 『死亡退職金制度』




うことだろう｡ ある意味, WLB の前提条件で
もあり, 従業員は ｢高望み｣ していないともい
える｡



































企業規模計 44,770 14,845 24,053 5,277 3,163 2,113 409 35 8 144
1000 人以上 49,130 16,168 27,264 4,900 3,030 1,870 456 35 15 292
100～999 人 43,648 14,519 23,310 5,295 3,252 2,042 402 52 6 66




企業規模計 46,456 15,746 23,831 6,363 4,087 2,275 317 62 9 129
1000 人以上 52,813 17,923 27,377 6,967 4,759 2,208 363 82 13 88
100～999 人 43,187 14,608 22,271 5,813 3,721 2,092 295 74 10 117




企業規模計 41,937 13,303 22,814 5,365 2,953 2,412 303 88 12 52
1000 人以上 47,559 15,362 25,920 5,769 3,443 2,326 343 104 13 50
100～999 人 39,034 12,207 21,428 4,942 2,689 2,253 280 120 12 45




企業規模計 100.0 33.2 53.7 11.8 7.1 4.7 0.9 0.1 0.0 0.3
1000 人以上 100.0 32.9 55.5 10.0 6.2 3.8 0.9 0.1 0.0 0.6
100～999 人 100.0 33.3 53.4 12.1 7.5 4.7 0.9 0.1 0.0 0.2




企業規模計 100.0 33.9 51.3 13.7 8.8 4.9 0.7 0.1 0.0 0.3
1000 人以上 100.0 33.9 51.8 13.2 9.0 4.2 0.7 0.2 0.0 0.2
100～999 人 100.0 33.8 51.6 13.5 8.6 4.8 0.7 0.2 0.0 0.3




企業規模計 100.0 31.7 54.4 12.8 7.0 5.8 0.7 0.2 0.0 0.1
1000 人以上 100.0 32.3 54.5 12.1 7.2 4.9 0.7 0.2 0.0 0.1
100～999 人 100.0 31.3 54.9 12.7 6.9 5.8 0.7 0.3 0.0 0.1
30～99 人 100.0 31.1 53.2 14.8 6.8 8.0 0.7 － 0.0 0.2
図表 8-① 企業規模別にみた常用労働者 1人 1ヵ月平均法定福利費
注 1：｢常用労働者｣ とは, 次の～のいずれかに該当する者をいう｡ 期間を定めずに雇われている労働者
 1 ヵ月を超える期間を定めて雇われている労働者  1 ヵ月以内の期間を定めて雇われている労働また
は日々雇われている労働者で, 平成 22 年 11 月および 12 月の各月にそれぞれ 18 日以上雇用された者
注 2：｢その他の法定福利費｣ とは, 石炭鉱業年金掛金および船員保険料等である｡



















くに ｢年間総労働時間 1,800 時間の達成｣ は,







































企業規模計 8,316 4,110 958 759 379 556 169 266 158 961
1000 人以上 13,042 7,038 1,605 854 506 490 97 323 250 1,880
100～999 人 6,279 3,127 640 729 315 432 146 251 124 514




企業規模計 9,555 4,766 641 871 574 999 216 306 238 944
1000 人以上 13,670 7,816 1,137 1,116 794 449 158 391 344 1,465
100～999 人 7,575 3,598 360 723 420 1,212 188 244 208 622




企業規模計 10,312 5,104 699 1,117 736 716 156 335 356 1,092
1000 人以上 16,044 8,844 1,247 1,573 1,056 611 71 466 596 1,580
100～999 人 6,952 3,228 334 912 500 615 173 242 190 759




企業規模計 100.0 49.4 11.5 9.1 4.6 6.7 2.0 3.2 1.9 11.6
1000 人以上 100.0 54.0 12.3 6.5 3.9 3.8 0.7 2.5 1.9 14.4
100～999 人 100.0 49.8 10.2 11.6 5.0 6.9 2.3 4.0 2.0 8.2




企業規模計 100.0 49.9 6.7 9.1 6.0 10.5 2.3 3.2 2.5 9.9
1000 人以上 100.0 57.2 8.3 8.2 5.8 3.3 1.2 2.9 2.5 10.7
100～999 人 1100.0 47.5 4.8 9.5 5.5 16.0 2.5 3.2 2.7 8.2




企業規模計 100.0 49.5 6.8 10.8 7.1 6.9 1.5 3.2 3.5 10.6
1000 人以上 100.0 55.1 7.8 9.8 6.6 3.8 0.4 2.9 3.7 9.8
100～999 人 100.0 46.4 4.8 13.1 7.2 8.8 2.5 3.5 2.7 10.9
30～99 人 100.0 22.7 5.7 11.5 10.4 21.4 5.6 4.8 3.6 14.3
図表 8-② 企業規模別にみた常用労働者 1人 1ヵ月平均法定外福利費
注 1, 2 とも図表 8-①に同じ｡
出所：図表 7に同じ, 218 ページ｡ 原資料は厚生労働省 『就労条件総合調査』 (各年)｡
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従業員 (新設・拡充してもらいたい) 順位 企業 (新設・拡充したい)
住宅手当や家賃補助 36.2 1 メンタルヘルス 21.3
人間ドックへの費用補助 34.3 2 人間ドックへの費用補助 19.9
健康保険を上回る医療費の補助 31.7 3 生活習慣病検診の実施 17.6
年 1 回以上の長期休暇制度 31.6 4 育児休暇・短時間勤務制度 17.3
リフレッシュ・自己投資のための長期休暇 26.5 5 住宅手当や家賃補助 16.9
死亡退職金制度 24.0 6 リフレッシュ・自己投資のための長期休暇 15.9
生活習慣病検診の実施 23.6 7 公的資格取得支援・通信教育への補助 14.9
長期障害所得補償 23.2 8 ライフプランニング 14.7
お祝い金 23.0 9 マネープランニング講座 14.0
食事代の補助・食券支給 22.8 10 財形貯蓄・社内預金 13.2
図表 9 福利厚生制度の新設・拡充の意向に関する労使比較
注：従業員は正規従業員の回答結果｡
出所：図表 7に同じ, 221 ページ｡ 原資料は明治安田生活福祉研究所 ｢福利更生施設の新たな方向性｣ 2008 年｡
(％)
図表 10 生活大国の視点と目標
出所：経済企画庁総合計画局編 『最新 生活大国キーワード 生活大国 5 か年計画―地球社会との共存をめざ


































％→おおむね 2000 年に 180％程度)
・地方中核都市への 1時間アクセス率










































は, ｢時短促進法｣ (時限立法) が 2006 年 3 月
31 日で廃止され, 同年 4 月 1 日より ｢労働時
間等の設定の改善に関する特別措置法｣ に改正
されたからである｡ これにより, ｢『労働時間の
短縮』 を 『労働時間の設定』 に置き換え, ……











時雇用をより広く容認する｡ そうなれば, 1 日
5 時間働く人がいる一方で, 1 日 11 時間働く人
がいるようになり, 平均はたとえ法定労働時間
と同じ 1日 8時間だとしても, その 8時間は基
準としての意味をもはやもたない｣60 のである｡






第 3 に, ｢憲章｣・｢行動指針｣ はこれまでみ
てきたとおり, 企業自治でのWLBの実現を促
研究ノート
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脳・心臓疾患の労災 うち死亡 精神障害などの労災 うち自殺 (未遂ふくむ)
年 請求 認定 認定率 請求 認定 認定率 請求 認定 認定率 請求 認定 認定率
1988 676 29 4.3 8 0 0 4 0
1989 777 30 3.9 2 1 2 1
1990 597 33 5.5 3 1 1 1
1991 555 34 6.1 2 0 0 0
1992 458 18 3.9 2 2 1 0
1993 380 31 8.2 7 0 0 3 0
1994 405 32 7.9 13 0 0 5 0 0
1995 558 76 13.6 13 1 7.7 10 0 0
1996 578 78 13.5 18 2 11.1 11 1 9.1
1997 539 73 13.5 41 2 4.9 30 2 6.7
1998 466 90 19.3 42 4 9.5 29 3 10.3
1999 493 81 16.4 48 155 14 9.0 93 11 11.8
2000 617 85 13.8 45 212 36 17.0 100 19 19.0
2001 690 143 20.7 58 265 70 26.4 92 31 33.7
2002 819 317 38.7 160 341 100 29.3 112 43 38.3
2003 742 314 42.3 319 158 49.5 447 108 24.2 122 40 32.8
2004 816 294 36.0 335 150 44.8 524 130 24.8 121 45 37.2
2005 869 330 38.0 336 157 46.7 656 127 19.4 147 42 28.6
2006 938 335 35.7 315 147 46.7 819 205 25.0 176 66 37.5
2007 931 392 42.1 318 142 44.7 952 268 28.2 164 81 49.4
2008 889 377 158 927 269 66
図表 11 過労死・過労自殺の労災請求と認定 (件数. 認定率は％)
資料：厚労省発表 (同省ホームページ) および過労死 110 番全国ネット事務局/過労死弁護団全国連絡会議事務
局 (冊子) 『過労死 110 番 20 年のあゆみ』 35 頁 (2008 年) より作成
注 1：脳・心臓疾患は脳血管疾患＋虚血性心疾患
注 2：｢業務に起因することの明らかな疾病｣ の集計, ただし 96 年までの請求件数は ｢業務上の負傷に起因する
疾病｣ をふくむ
注 3：認定率＝認定件数÷請求件数. ただし認定件数は当該年度に請求されたケースに限られない
注 4：森岡孝二 『働きすぎの時代』 (岩波新書, 2005 年), 『朝日新聞』 2009 年 6 月 9 日付けにより補足
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女 性 男 性
平日 日曜日 平日 日曜日
1976 2006 1976 2006 1976 2006 1976 2006
睡眠 7.50 7.23 8.27 8.06 8.09 7.35 8.55 8.30
身の回りの用事 1.06 1.25 1.10 1.28 0.51 1.05 0.56 1.09
食事 1.40 1.41 1.43 1.48 1.34 1.35 1.37 1.43
休養・くつろぎ 0.56 1.22 1.06 1.36 0.52 1.16 1.14 1.45
受診・療養 0.14 0.12 0.11 0.05 0.12 0.09 0.09 0.04
生理的生活時間 11.46 12.03 12.37 13.03 11.38 11.40 12.51 13.11
通勤・通学 0.24 0.26 0.07 0.06 0.50 0.51 0.14 0.10
仕事 3.39 3.07 1.58 1.10 6.43 6.16 3.01 1.59
収入労働時間 4.03 3.33 2.05 1.16 7.33 7.07 3.15 2.09
家事※1 3.18 2.43 3.18 2.36 0.06 0.16 0.13 0.23
介護・看護※2 … 0.05 … 0.05 … 0.02 … 0.02
育児 … 0.24 … 0.20 … 0.03 … 0.09
買い物 0.32 0.30 0.39 0.48 0.03 0.10 0.10 0.33
家事労働時間 3.50 3.42 3.57 3.49 0.09 0.31 0.23 1.07
移動 (通勤・通学を除く) 0.12 0.27 0.22 0.44 0.14 0.23 0.31 0.48
学業※3 0.35 0.25 0.16 0.07 0.44 0.32 0.20 0.07
学習・研究 (学業以外)※4 0.08 0.10 0.06 0.10 0.11 0.11 0.13 0.13
テレビ・ラジオ・新聞・雑誌 2.18 2.18 2.40 2.40 2.14 2.15 3.18 3.26
趣味・娯楽 0.22 0.33 0.35 0.53 0.26 0.39 1.14 1.29
スポーツ 0.03 0.09 0.10 0.11 0.08 0.13 0.27 0.26
ボランティア活動・社会参加活動 0.03 0.04 0.05 0.08 0.04 0.03 0.08 0.11
交際・付き合い 0.23 0.20 0.42 0.34 0.24 0.15 0.51 0.33
その他 0.17 0.16 0.23 0.22 0.15 0.12 0.28 0.22
社会的文化的活動時間等 4.21 4.42 5.19 5.49 4.40 4.43 7.30 7.35
図表 12 性, 行動の種類, 平日・日曜日別の総平均時間 (15 歳以上) (1976, 2006 年)
注 1：1976 年は ｢家事・育児｣｡ 1976 年は ｢介護・看護｣ を含む｡
注 2：1991 年調査より行動の種類として区分｡
注 3：1976 年は在学者の ｢学習・研究｣｡
注 4：1976 年は在学者以外の ｢学習・研究｣｡
出所：独立行政法人国立女性教育会館 『男女共同参画統計データブック 2012』 2012 年, 76 ページ｡ 原資料は総
務省統計局 『平成 18 年社会生活基本調査』 第 7巻解説編生活時間編調査票A第 1表｡
(単位：時間. 分)
まである｡
図表 12 は, 1976・2006 年における生活時間
の男女比較である｡ 30 年の間に, 家事労働時
間は女性が減少し男性は増加しているが, 男性







13 である｡ 日本の男性は, ｢睡眠｣ が短い,
｢仕事と仕事中の移動｣ が長い, ｢家事と家族の
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行動の種類 日本 ドイツ フランス イギリス フィンランド スウェーデン ノルウェー※
女
性
個人的ケア 10.31 10.42 11.35 10.32 10.24 10.27 10.11
睡眠 7.28 8.11 8.38 8.25 8.22 8.05 8.08
仕事と仕事中の移動 5.12 3.33 4.30 3.54 4.07 3.55 3.28
学習 0.14 0.19 0.02 0.12 0.13 0.10 0.18
家事と家族のケア 3.23 3.11 3.40 3.28 3.21 3.32 3.25
自由時間 3.16 4.44 3.05 4.13 4.30 4.22 5.18
ボランティア活動 0.04 0.12 0.09 0.11 0.11 0.10 0.07
移動 1.16 1.27 1.05 1.33 1.16 1.28 1.17
その他 0.07 0.05 0.04 0.09 0.08 0.05 0.04
男
性
個人的ケア 10.32 10.21 11.21 10.06 10.07 9.58 9.51
睡眠 7.44 7.60 8.24 8.11 8.12 7.53 7.53
仕事と仕事中の移動 7.10 4.54 5.42 5.33 5.24 5.09 4.46
学習 0.13 0.11 0.02 0.09 0.08 0.07 0.11
家事と家族のケア 0.51 1.52 1.53 1.54 1.59 2.22 2.12
自由時間 3.41 5.07 3.49 4.34 4.55 4.47 5.33
ボランティア活動 0.04 0.15 0.13 0.06 0.11 0.11 0.09
移動 1.29 1.31 1.10 1.36 1.17 1.32 1.24














図表 13 有業者男女, 行動の種類別, 総平均時間の国際比較 (週全体, 1998～2006 年)
注 1：学習は学校での学習のみ｡
注 2：国により定義の相違があるため, 比較には注意を要する｡
原出所：日本は ｢平成 18 年社会生活基本調査 詳細行動分類による生活時間に関する結果｣｡ 小分類レベルで
EU比較用に組み替えた行動分類である｡ EU諸国は EUROSTAT, "Comparable time use statistics-
National tables from 10 European countries-February 2005"



































た 30 年の間に, 世界の水準から大きく遅れて
いること｣62 が明白であろう｡









徴として ｢経済規制の強さ｣ と ｢社会規制の弱





































ひとつなのだろう｡ 近年, WLB と同様に働き
日本のワーク・ライフ・バランスは何をめざしているのか



























ト化) がなされ, 2003 年には派遣期間の延長と
研究ノート
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日本は 135 ヵ国中, 101 位




出所：広井暢子 『男女平等の社会へ―世界のいまと日本の女性―』 新日本出版社, 2013 年, 55～56 ページ｡ 図表
14-①の原資料は世界経済フォーラム ｢グローバル・ジェンダー・ギャップ・リポート 2012｣｡




1950 60 70 80 90 2000 05
日本 50.0 52.9 51.7 57.6 59.2 62.8
アメリカ 32.4 42.0 48.3 74.7 75.7 74.3
イギリス 36.9 49.4 57.4 69.9 75.3 76.0
フランス 40.0 66.3 76.3 78.6 80.7
スウェーデン 35.5 55.6 76.5 92.1 84.7 85.6
デンマーク 41.6 35.2 55.5 84.0 90.5 85.6 86.0
ならんで, 『物の製造』 の業務が解禁された｡
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2 2010 年 6 月 29 日に ｢憲章｣ と ｢行動指針｣
は改定されている｡ ｢憲章｣ には, ｢ディーセン
ト・ワーク (働きがいのある人間立強い仕事)
の実現｣ と, ｢『新しい公共』 への参加機会拡大
等による地域社会の活性化｣ などが盛り込まれ,
｢行動指針｣ は, 改正育児・介護休業法, 改正労
基法等, 法改正や経済情勢を踏まえた見直しが
行われた｡ 日本労働組合総連合会 (連合) ホー
ムページによる｡ 2013 年 9 月 24 日アクセス｡
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思い, 先生の研究室を訪ね, 翌年の 1999 年度
には博士後期課程に迎え入れてくださいました｡
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